宮城県立がんセンターにおける研究に係わる利益相反自己申告書―詳細(様式２)
　　　　　　　　　　　　　　　当センターにおける申告する立場：研究責任者・分担者用(本人申告用)
利益相反マネジメント委員会委員長　殿

研究題目：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	上記研究題目との関連があると想定される可能性のある以下の1～6について、申告してください。

　　申告する企業・団体等が複数あり1枚の用紙で記入しきれない場合は、別紙を添付しても可(様式随意)。

1．当センター以外の企業・団体等との連携活動(*1、*2)の内容について

(企業・団体等ごとに記載)
　企業・団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

活動内容(該当項目にチェック)
□共同研究(年間受入額が200万円を超える場合)　　　　　　　 □受託研究(年間受入額が200万円を超える場合)
□奨学寄附金(年間受入額が200万円を超える場合)　　　　　　 □学術指導(年間受入額が200万円を超える場合)
□寄附講座・寄附研究部門(所属職員である場合)　　　　　　　 □技術移転(法人化以前の個人発明のみを対象)
□物品購入(年間購入額が300万円を超える場合　　　　　　　) □兼業(年間収入額が100万円を超える又は役員兼業に限る)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額　　　　　　　　　　万円／年

2．個人収入(*2)について(一つの企業・団体等からの年間収入額が100万円を超える場合)
(企業・団休等ごとに記載)
　　　　企業・団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　活動時間　　　　　　　時間/月

　　　　報酬・給与・謝金　　　　　　　　　　万円/年　　　　　　　ロイヤリティ　　　　　　　　　　万円/年

　　　　原　稿　料　　　　　　　　　　万円/年　　　　　　　　　講　演　等　　　　　　　　　　万円/年

3．当センター以外の企業・団体等との連携活動の相手方のエクイティ(*3)保有または出資等に関する具体的内容

　企業・団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　エクイティまたは出資等の内容(該当項目にチェック)　□株式　□新株予約権等  □その他 (                    )
4．企業・団体等からの無償の役務提供(*2)に関する具体的内容

　企業・団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　具体的内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

5．企業・団体等からの無償での機材等提供(*2)に関する具体的内容

　企業・団体等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　具体的内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6．被験者に配布する説明文例への利益相反に関する記載の有無について　　　□ 有　／　□ 無




(＊1)当センター以外の企業・団体等との連携活動とは、上記研究題目に関連する企業・団休との共同研究、受託研究、奨学寄附金の受入れ、学術指導、・寄附講座・寄付研究部門(所属職員である場合)、技術移転、物品購入、兼業(ただし、兼業先が国、地方公共団体、独立行政法人、学校及び病院等(予防診断を含む医療行為を行う場合)を除きます)をいいます。

(＊2)申告日までの1年間を対象とします。

(＊3)エクイティとは、本申告日現在で保有している上記研究題目に関連する企業の株式、新株予約権等をいいます。ただし、公開企業の場合は5％以上の株式保有、未公開企業の場合は1株以上の保有を「有」とします。株式以外による出資等についてもこれに準じた扱いとします。
宮城県立がんセンター利益相反マネジメント規程に従って、本研究に係わる利益相反に関する状況は上記の通りです。
	申告日:
	(西暦)   　　　　年　　　　月　　　日

	所属:
	

	職名:
	

	氏名:
	

	役割 :
	□研究責任者　・　□研究分担者


※申告者(家族も対象の場合は家族分も含む)が各自で作成し、研究等の責任者がとりまとめの上で原則として電子メールで提出してください。
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